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学修番号：14877230	
氏名：南浦延好	
	
1. 序論	 本論文の目的と問題意識	
	 本論文の目的は、企業間における多面的な競争のメカニズムを明らかにすることで
ある。企業間の多面的な競争のメカニズムをソーシャルゲーム業界の事例を用いて、
各企業の戦略がどのように差異化していくのかを分析する。	
	 企業間競争の研究の中には、「最初の勝者がその後の戦いの勝敗に累積的な優位を発
揮する」一人勝ちを論じているものがある(e.g.,	Frank	and	Cook,1995)。例えば、
Arthur(1996)は、	成功している企業がより成功していく傾向を収穫逓増の理論により、
分析を行っている。パソコンのデスクトップ OS 市場など、コンピューター・ハードウ
ェア、ソフトウェエア、製薬、電気通信設備、バイオ薬品などのハイテク産業では、
収穫逓増の制約下にあるとし、特定の企業による一人勝ちの傾向が起きやすいことを
論じている。また、根来・大竹（2010）は、インターネット上の価格比較サイト、オ
ークションサイト、SNS サイトなどの市場においても、特定企業による一人勝ちの状況
であると述べている。	
	 しかし、現実には、このような一人勝ちとなっている市場は存在するのであろうか。
例えば、デスクトップ OS 市場の場合、Microsoft 社の Windows の市場シェアは約 91%
であり、Apple 社の Mac	OS より遥かに大きい市場シェアを誇っている1が、Apple 社が
現在経営危機というわけではない。OS、ソフトウェア、PC や iPhone などの携帯端末な
どのハードウェアによる統合的な製品やサービスの提供により、企業の時価総額は
Microsoft を上回っているほどの業績を上げている2。また、SNS サイトの市場において
も、国内での圧倒的な市場シェアを誇っていた Mixi が、アメリカ発の後発サービスで
ある Facebook の後塵を拝している3ように、企業間の競争は決して一人勝ちとは言えな
                                                   
1 Net Applications によるとデスクトップ OS における Windows 全体の市場シェアは約
91%。そのうち、Windows 7 が 56.11%、Windows 8.1 が 11.15%、Windows XP が 10.59%、
Windows 10 が 9.00%、であり、４製品で約 87%の市場シェアを占めている。一方、Mac OS
全体の市場シェアは、約 7%である。（Net Applications , 2015/12/27 アクセス） 
2 Apple 社の時価総額は、6,023 億円。Microsoft 社の時価総額は、4,447 億円（Bloomberg
ホームページ, 2015/12/27 時点）。 
3 Facebook の月間アクティブユーザー数は、2,100 万人（日本経済新聞, 2013/8/14）。Mixi
の月間アクティブユーザー数は、2011 年 6 月に 1,547 万人を突破した後、減少に転じ、2012
年 12 月には 1,298 万人（Mixi, 2012 年度第 3 四半期 決算説明会資料） 
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いのが実態である。	
	 収獲逓増の傾向がある産業において、なぜ一人勝ちの状況が起きやすいと考えられ
ているのであろうか。それは、収獲逓増のメカニズムには、「成功を勝ち取ったものを
さらに強化し、ダメージを受けたものをさらに弱めるポジティブ・フィードバック」
（Arthur,1996,邦訳,6 頁）があると考えられてきたためである。Arthur（1996）は、
デスクトップ OS 市場には、収獲逓増のメカニズムが見てとれるとしている。ただし、
この議論は、先行して成功した企業のビジネスモデルに、追随する企業は模倣的なリ
アクションを行うという同質化仮説が前提にされている。	
	 これに対して、本論文では、成功したビジネスモデルが確立したからこそ、追随す
る企業は、他企業との差異化する契機を見出し、行動していくことを論じていく。そ
こでは、企業の戦略は、成功した企業のビジネスモデルに同質化していくだけでなく、
戦略的なリアクションを行うという差別化が前提となる。差別化を前提とした企業間
の企業間の多面的な競争を分析するために、本論文では、制度派組織論の論理を用い
て分析する。なぜなら、制度派組織論では、企業の戦略が同型化していくメカニズム
だけでなく、企業の戦略が差異化していくメカニズムを分析しているため、多面的な
競争の分析に適切なアプローチと考えられるからである（e.g.,	Meyer	&	Rowan,1977、
Beckert,1999、松嶋・水越,2008、Holmes,2014）。	
	 事例分析では、ソーシャルゲーム業界の事例を用い、いかに企業の戦略行動が差異
化し、企業間競争が多面的になるかを分析する。ソーシャルゲーム業界は、近年、国
内で急速に成長・発展した業界のひとつである。ゲーム市場全体が伸び悩む中、ソー
シャルゲーム市場は、GREE が 2007 年にリリースしたフィッシングゲーム「釣り★スタ」
のリリース以後、急拡大した。野村総合研究所(2014)によると、市場規模は、2020 年
度には 8,203 億円と予測されており、今後の市場拡大も期待されている注目するにふ
さわしい市場であるが、企業間の競争は非常に興味深いものとなっている。ゲームを
一般消費者に提供している点で見ると共通ではあるが、企業ごとの論理のもとで多種
多様な戦略行動が実践されており、多面的な競争が生じているのである。	
	 以下では、まず第 2 章で、企業間競争を一人勝ちという概念を用いながら論じてい
る先行研究をレビューし、その理論的限界を明らかにしていく。その後、制度派組織
論の論理を用いて、企業の戦略行動が同質化していくだけでなく、差異化していくこ
とを明らかにした先行研究のレビューを通した上で、本論文での分析枠組を提示する。
その後、第 3 章で、ソーシャルゲーム業界の事例を分析し、企業間の戦略が差異化し
ていくメカニズムを分析していく。最後に、第 4 章で本論文の結論を述べる。	
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2. 先行研究のレビュー	
	 本章の目的は、企業間競争を論じた先行研究が抱えている理論的限界を指摘した上
で、本論文の目的である企業間における多面的な競争のメカニズムを捉える分析枠組
の提示に繋げることである。そのため、まずは、企業間競争の帰結として一人勝ちと
いう概念を用いながら論じている先行研究のレビューを行う（2.1）。そして、制度派
組織論の論理で企業間競争を分析した先行研究をレビューし（2.2）、先行研究の理論
的課題を指摘した上で（2.3）、分析視角の提示を行っていく（2.4）。	
	
2.1. 一人勝ち市場に関する先行研究	
	 近年の企業間競争の結果として、特定企業の一人勝ちと説明されることが、新聞や
雑誌など様々なメディア45に限らず、学術的な領域でも論じられている。果たして、一
人勝ちとは、どのような概念なのだろうか。	
	 一人勝ちというキーワードの論文の多くが引用している『ウィナー・テイク・オー
ル（原題：The	Winner-Take-All	Society）』の著者である Frank	and	Cook(1995)は、
一人勝ちを「特定の勝者による市場の独占」と定義した。Frank	and	Cook（1995）に
よると、一人勝ち市場の源泉には、供給サイドが要因ともの、需要サイドが要因のも
の、供給サイドと需要サイドの力組み合わさったものがあるとしている。供給サイド
の最大の源泉としては、製品やサービスが安い追加費用で再生産可能なことにあると
説明している。例えば音楽 CD の場合、一度マスター録音が作成されると安価な複製コ
ストで再生産可能である。この場合、一端ヒット曲が生まれた場合、その音楽 CD を販
売する製作会社が音楽市場で一人勝ちの地位を獲得しやすくなる。需要サイドの例と
しては、利用する消費者が増えれば増えるほど価値の高まる製品市場を上げている。
例えば VHS を使用する消費者が臨界点を過ぎると VHS を選択する理由が高まるのだが、
レンタルビデオの種類や入手可能性、友人とのテープの交換などの面で、選択される
可能性が高まるため、一人勝ちという現象が生じたと説明している。Frank	and	Cook
（1995）は同様に、IBM の MS-DOS フォーマットの例も需要サイドの例として挙げてい
る。IBM 社の初期の売上における優位性が、ソフトウェア技術者に対し、IBM のソフト
を作成する強いインセンティブを与えた。その結果、豊富なソフトウェアが生まれた
ため、機能面では優れた PC が市場に出た後も、IBM 互換機が選択される有力な理由に
                                                   
4 『ホテル・旅館予約サイトの一休は、高級宿泊施設の予約で「一人勝ちの状態」（小沢隆
生ヤフー執行役員）』（日本経済新聞, 2015/12/16） 
5 『本場の米国ならまだしも、並み居る国産メーカーのお膝元である日本市場で、ハーレー
が「一人勝ち」』（日経ビジネス, 2009/6/27） 
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なり、一人勝ちになったと説明している。	
	 Frank	and	Cook(1995)の著書名の重要なキーワードである Winner-Take-All は、直
訳すると「勝者総取り」という意味になる。果たして、そのような企業は存在しうる
のであろうか。そもそも日本には「健全で公正な競争状態を維持するため」の独占禁
止法6が存在している。アメリカでは反トラスト法7、ヨーロッパでは、欧州連合競争法
8が存在しており、一人勝ちという現象は原則的には生じないはずである。仮に、生じ
たとしても、それはほんの一瞬の現象であるか、独占が問題すらならないような小さ
な市場であり、現実世界において、一人勝ち現象は存在しないはずである。では、一
人勝ち論者は、現実に起こりうるはずのない一人勝ちという概念を用いることで、ど
のような現象を、どのようなロジックで説明しようとしているのであろうか。	
	 例えば、山本・岡田・小林・太田（2002）は、Frank	and	Cook(1995)が定義した「特
定の勝者による市場の独占」という定義では、勝者が単独か複数か明確ではないと述
べ、「単独の勝者が全てを独占するものではなく、売上がいくつかの財に偏っていく過
程」（山本・岡田・小林・太田,2002,40 頁）と定義している。その上で山本らは、音楽
ソフト市場や映画ソフト市場で、一人勝ち現象が観察可能かを試みている。一人勝ち
の観察指標としては、社会の所得の偏りを計測するために用いられる指標である Gini
係数9を導入している。事例調査の対象市場である音楽ソフト市場と映画ソフト市場の
財は、情報財の特質を持つため、生産量によらず限界費用は限りなくゼロに近い。そ
のため、両市場とも、規模の経済性は働かないとし、これらの市場の毎年の売上によ
る Gini 係数を観測している。ネットワーク外部性によって一人勝ち現象が進行してい
くかを観察した結果、一人勝ち現象が進行していると説明している。	
	 また、根来・大竹（2010）の場合は、「１社独占」の場合と、「少数製品の寡占」を
意味する場合が存在するとし、「1 社あるいは 2 社が市場を独占している」状況と一人
勝ちを定義する（根来・大竹,2010,2 頁）。具体的には、一人勝ちはシェア 50％以上、
二人勝ちは上位２社の合計シェア 50％以上の場合と定義した上で、インターネットに
おけるメディア型プラットフォームサービスの一人勝ちの状況を分析している。シェ
アを計る代理指標としては、ページビュー数、会員数、売上、営業利益なども検討対
                                                   
6	私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の略称。	
7 アメリカ合衆国における競争法。アンチトラスト法とも表記される。 
8 欧州連合競争法は、欧州連合域内における競争法（大企業や国家などの経済主体による市
場に対する圧力を規制する法体系）。 
9 Gini 係数は、社会の所得の偏りを計測するために用いられる指標。Gini 係数を用いるこ
とで、市場において財やサービスが、どの程度の相対的な独占度を持つのかを知ることが
できる（山本・岡田・小林・太田,2002）。	
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象としながらも、最終的には、各サイトのユニークユーザー数を用いている10。各サイ
トのユニークユーザー数を、シェアを計る代理指標として根来・大竹（2010）が採用
した理由は、第三者機関(ネットレイティングス社)による統一的手法による調査デー
タが入手可能であり、インターネットサイトの媒体力等を評価するにあたっても一般
的に用いられる指標のため、代理指標として適切と考えたためである。根来・大竹
（2010）は、分析対象のサイトのジャンルを、価格比較サイト、オークション、ポー
タル・検索、自動車、不動産、旅行、SNS、ナレッジサイト、無料 HP・ブログ、マネー、
グルメ、地図、IT ニュースに分類し、2000 年４月から 2008 年 3 月までのデータを用
いて分析している。例えば、SNS サイトの場合、具体的なサービスとしては、mixi、モ
バゲータウン、GREE、などの 10 サイトから分析しており、2005 年 9 月から mixi が圧
倒的な一人勝ち状態を維持していると説明している。	
	
表  1	 SNS サービスのユニークユーザー数推移	
	
（出所）根来・大竹（2010）	
	
	 国内の音楽業界の WTA 状況を研究した植田・廣田（2013）は、上述した Frank	and	
Cook(1995)、山本・岡田・小林・太田（2002）、根来・大竹（2010）による一人勝ちの
定義を引き継ぎ、年間売上シングル CD 売上ベスト 10 の占有率から産業の寡占状況を
                                                   
10 「ページビュー数はサービスの動線構造による影響が大きく、また、人によって閲覧ペ
ージ数の格差が大きいときは、利用度の大きい人の動向が強く反映されてしまう。また、
会員数は利用者がアクティブであるかが考慮されず、加えてサイトによって会員の定義が
異なるため統一的手法による比較ができない。さらに売上・営業利益はセグメント(事業分
野)情報の区分が企業ごとに任意で設定されるため、サイト単位での統一的基準による比較
が困難であり、かつ開示している企業数が少ないといった問題があることから代理指標と
して適切でない。」（根来・大竹, 2010, 4 項） 
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計る HHI（Herfindahl-Hirschman	Index）によって計測している11。1 位アーティスト
のシェアが50％以上の市場を「一人勝ち」、1位と2位アーティストの合計シェアが50％
以上を「二人勝ち」と定義し、2011 年から 2012 年までの 2 年間にわたって AKB48 の一
人勝ちと示している。	
	 一人勝ちというキーワードに何らかの形で定義を与えたものがある一方、明確な定
義を与えていない研究もいくつかある（川村・大内,2005、前野,2000、岡本,2003）。
例えば、田中（2002）の場合、計量分析による一人勝ちの実証例が少ないことから、
NTT	Docomo の i モードの事例で経験的に研究している。当時の日本の携帯電話産業で
は、ドコモのシェアが 6 割近くに達しており、一人勝ちに見える状況がある。これを、
ヘドニックプライスモデルと VAR（ベクトル自己回帰モデル）により検証した結果、ネ
ットワーク外部性が働いて可能性が高いと結論づけている。ただし、一人勝ちとは、
何を指すのかという定義自体は明らかにしていない。岡本（2003）の場合は、明確に
一人勝ちを定義しているわけではないが、山田（1999）があげた例を抜粋し、表 2 の
ように一人勝ちの一例を具体的に列挙している。	
	
	 	 	 表  2	 一人勝ちした技術規格	
	
	 それでは、この一人勝ち市場とは、どのようなメカニズムで成立するのであろうか。
一人勝ちの論理として頻繁に引用される研究の一つが、Arthur(1996)によるものであ
る。彼は、収穫逓増のメカニズムが働くことによって、その優位性は拡大し、その製
品なり、企業なり、テクノロジーが、その市場に固定化していくことを説明している。
                                                   
11 「単純に上位にランキングされたアーティストのシェアを計測するだけでは、市場の偏
りまで考慮した WTA の度合いを観察することができない課題が残るためである。HHI
（Herfindahl-Hirschman Index）を用いることにより、音楽市場においてアーティストが
どの程度の相対的な寡占度を持つのかを知ることが可能となる。」（植田・廣田, 2013, 3 項） 
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収穫逓増とは、「成功しているものがいっそう成功する傾向、優位性を失ったものはま
すます優位性を損なう傾向のことである。すなわち、市場、ビジネス、産業において、
成功を勝ち取ったものを更に強化し、ダメージを受けたものを更に弱めるポジティ
ブ・フィードバックのメカニズムのことである」（Arthur,1996,邦訳,6 頁）と定義して
いる。彼によると、アルフレッド・マーシャルを筆頭にした経済学者たちは、「どのよ
うに市場やビジネスが動いているのか」という問いに対し、収穫逓減という過程を基
にしたものであると説明している。収穫逓減とは、ある市場で成功した製品や企業は、
最終的には限界へとたどり着き、予測可能な価格やマーケット・シェアに落ち着くと
いう過程である。	
	 この収穫逓減のメカニズムは、加工産業の場合におけるものであるが、知識主導型
の経済の新しい分野の場合は、収穫逓増のメカニズムが働くとしている。Arthur(1996)
は、1980 年代初頭における CP/M（8 ビット CPU 用 DOS）、DOS、Macintosh というシステ
ムが競争していた OS 市場で収穫逓増のメカニズムを例示している。あるシステムが成
功すると、ソフトウェア開発者やハードウェアがそのシステムを採用しようとする呼
び水となり、このシステムが更に成功を促していくと説明している。具体的には、
IBM-PC のために OS を提供するという合意がなされた時に誕生した DOS が IBM-PC とと
もに市場のかなりの部分を支配するようになったのであるが、DOS と IBM の成功によっ
て、新たに別の OS に切り替えることはコスト的に割に合わなかったので、DOS に固定
化（ロックイン）されていったと論じている。	
	 Arthur（1996）は、この収穫逓増のメカニズムは、永久のものではないとも言及し
ている。「DOS のようなある特定のロックインといえども、ある特定の波が続くかぎり
においてのみ続くことができる」（Arthur,1996,邦訳,9 頁）と説明しているのである。
ロックインが強い時、企業は緩やかな死を待つか、優雅な撤退を選択する。撤退する
選択を企業が行った場合、当該分野の市場を別の企業に譲り渡し、自らは次代のポジ
ショニングに専念するのである。退出は、そのビジネスから全面的に出ていくことを
意味しなく、あくまである市場からの撤退であることを述べている。	
	 この収穫逓増のメカニズムを、ネットワーク外部性という観点から分析したのが
Shapiro	&	Varian(1999)である。彼らは、ネットワーク外部性は、一人のユーザーに
とってのある製品の価値がその製品ユーザーの総数で決まると定義している。プラス
のネットワーク外部性が、プラスのフィードバックを生み出し、小さなネットワーク
が繁栄するのは難しくなると説明している。しかし、ネットワーク外部性がもたらす
プラスのフィードバックだけで、市場は一つの支配的なテクノロジーやベンダーに傾
斜するわけではないとしている。あくまで彼らは、自社の業界におけるネットワーク
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外部性の大きさと重要性の検討に慎重な態度が必要だと説明している。	
	 この、ネットワーク外部性を WTA 形成の基本的な原理として引き受けた上で、根来・
加藤（1996）は、ソフトウェアでのプラットフォーム間競争における技術的な要因以
外での WTA 形成要因と、技術的な要因以外での	WTA に対する逆転戦略について論じて
いる。具体的には、WTA を形成する非技術要因として、先発優位、収穫逓増・規模効果、
ニッチ市場の規模と独立性、ネットワーク効果、マルチホーミングコスト12を挙げてい
る。その上で、WTA の形成を遮断する戦略は次の 4 つが存在しえると説明している。1
つは、「プラットフォーム包囲（Platform	Envelopment）」という後発企業が先発企業
のサイド間ネットワーク効果13を抑制するための戦略である。その戦略は、階層の異な
る製品・サービスによる「包み込み」を行うものとしており、①下位階層の製品によ
る包み込み、②上位の階層による包み込み、③異なるサイドのネットワーク効果の追
加による包み込みの 3 種類があるとしている。下位階層の製品による「包み込み」と
しては、リアルネットワークスの Streaming	Media	Player(以下、SMP)を逆転したマイ
クロソフトの Windows	Media	Player(以下、WMP)の例を挙げている。1990 代後半、ス
トリーミングソフトのリーダーであったリアルネットワークスは、消費者には SMP を
無償配布、コンテンツ企業にはサーバーソフトを販売するという戦略により、リーダ
ーとしての立場を保持していた。しかし、マイクロソフトは、ストリーミングサーバ
ーを NT サーバーに標準装備したため、1998 年頃には後発の WMP が SMP の顧客を奪った
としている。上位の階層の製品による「包み込み」の例としては、2008 年 9 月よりグ
ーグルが提供している Chrome（ウェブ・ブラウザ）の例を挙げている。Gmail という
ウェブ上のメール閲覧アプリをきっかけに、その下位階層の製品である同じくウェブ
上のアプリであるブラウザの Chrome を普及させ、さらにその下位階層にある Chrome	OS
を普及させるという戦略14をとり、ウェブ閲覧アプリケーションで WTA 状態にあるイン
ターネット・エクスプローラーの顧客基盤を取り崩そうとしていると説明している。
                                                   
12	マルチホーミングコストとは、利用するプラットフォームが複数に渡る場合（マルチホ
ーミング）のコストである。プラットフォームの導入から運用、さらにはその機会コスト
に至るまで、ユーザーがプラットフォームに参加し続けるための総コストを「ホーミング
コスト」というが、マルチホーミングコストが高い場合は、WTA になり易い。（根来・加藤, 
1996）	
13 「売り手が多いオークションサイトに買い手が多く集まるというような現象が、サイド
間ネットワーク効果」（根来・加藤, 1996）	
14 各製品の上位・下位の具体的な定義は明確には触れられていないが、「特定のアプリケー
ションを使いたいためにその下位階層であるプラットフォームを選択するというようなこ
とがある」（根来・加藤, 1996）という記述から各製品を上位層から並べると Gmail、Chrome
（ブラウザ）、Chrome OS となる。 
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異なるサイドのネットワーク効果の追加による包み込みの例としては、ベンチャー企
業であるクセロ社15によるクセロ PDF の事例を挙げている。PDF の文章閲覧ソフトでは、
Adobe の Adobe	Reader が 100%に近いシェアを持つ状態が続いている。PDF ファイルの
閲覧は無料だが、作成するには Adobe の Acrobat という有料のソフトウェアを購入す
る必要がある。これに対して、クセロ社は、編集機能などの付加機能では Adobe 製品
には及ばないものの作成した文書ファイルを PDF ファイルに変換する作成ソフトウェ
アを無償配布している。閲覧と作成の両方を無料にするクセロ社の収入源は、複写機
メーカーからのライセンス収入である。PDF ファイルを普及させ、複写機などパソコン
以外の電子機器の組み込み需要を喚起し、その電子機器を開発するメーカーに PDF 関
連技術を提供することによって、Adobe に対抗していると説明している。	
	 二つ目の WTA の形成を遮断する戦略は、プラットフォーム間橋渡し（Platform	
Bridging）というクロスプラットフォーム製品・サービスを投入することで、トップ
シェアのプラットフォームのサイド間ネットワーク効果の効力を抑制する戦略である。
具体的には、コンピューター言語の JAVA の事例を挙げている。JAVA の開発元であるサ
ン・マイクロシステムズは、1990 代後半、UNIX 市場で IBM や HP と同じぐらい大きな
シェアを獲得していた。しかし、コンシューマー市場で大きなシェアを持っていたマ
イクロソフトがエンタープライズ市場でのシェア獲得を目論んでいたことは、サンに
とって脅威であった。そこで、マイクロソフトへの攻撃と UNIX 市場を Windows から保
護する目的で、JAVA のプラットフォームでのエコシステム形成をすることで、トップ
シェアのプラットフォームのサイド間ネットワーク効果の効力を抑制することを目論
んだのである。	
	 三つ目の WTA の形成を遮断する戦略は、プラットフォーム互換（Platform	
Compatibility）という先発企業のプラットフォームのコンテンツやアプリケーション
などをそのまま使えるようにする戦略である。具体的には、マイクロソフトの Office
の代替品である Open	Office などがあるとしている。無料で入手することができるた
め、多少操作性に相違があってもコストを考慮すると十分利用する価値があり、
Microsoft	Office の対抗事例として説明している。	
	 四つ目の WTA の形成を遮断する戦略は、プラットフォーム連携(Platform	Alliance)
である。これには、水平連携と越境連携の 2 つのパターンがあるとしている。水平連
携は、同じ機能を持つプラットフォームが連携して、顧客基盤や補完業者基盤を共有
することである。例えば、水平連携の事例として、NEC の PC98 シリーズの事例を挙げ
                                                   
15 クセロ社は、約 10 年間にわたり、PDF ソフトウェア製品の提供をしていたが、2009 年
4 月 24 日付でクセロの事業のほぼすべてをアンテナハウス株式会社に譲渡。 
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ている。1980	年代までは、NEC の PC98 に対応するアプリケーションの種類や周辺機器
の種類が豊富であったため、別のプラットフォー	ムへの移行が起きにくい、サイド間
ネットワーク効果が出ていた。しかし、IBM の DOS/V 連合が PC98 シリーズと共通した
アプリや周辺機器が利用可能な環境を提供したために、PC98 シリーズのシェアを逆転
した。越境連携の事例としては、セールスフォースとグーグルの事例を挙げている。
異なる製品を持つ企業が、お互いの顧客基盤や補完業者基盤を相互活用することよっ
て顧客や補完業者との結びつきを強化し、既存のオンプレミス型の	CRM	ソフトに逆転
の攻撃を仕掛ける戦略といえる。顧客管理データベースの製品を保有するセールスフ
ォースとアドアワーズという広告ソフトを持つグーグルが、それぞれの製品を連携さ
せ、共通のユーザーの利用を促すことによって、先発している CRM ソフトに挑んでい
っていると説明している。以上が、根来・加藤（1996）が挙げている具体的な一人勝
ちの事例とそれに挑んでいく挑戦者の戦略であるが、WTA の非技術メカニズムと逆転戦
略の関係図は、以下のようになる。	
	
表  3	 WTA 要因と逆転戦略（根来・加藤 ,1996）  
	
	 ここまで、一人勝ちというキャッチーなキーワードに関連する先行研究を見てきた
が、一人勝ち市場において、敗者となった企業が取る選択肢はどのようなものであろ
うか。一つは、敗者としての地位に甘んじながら、フォロワーとして企業活動を続け
ることである。もう一つは、当該市場から撤退し、別の市場へと主戦場を変えていく
ことである。これは実態としての企業行動であり、Arthur(1996)も論じている点であ
るが、その他多くの一人勝ち論者は、企業が戦う場を変更することが考慮されていな
い。根来・加藤（1996）は、一人勝ちの企業に対する「逆転戦略」を描いてはいるが、
一時点の現象を取り出した上で、同一の市場の中での戦いに焦点を当てており、別の
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市場へと企業が戦いの場をダイナミックに変えていく姿は考慮されていないのである。	
	 先の VTR 市場の例で言うと、VHS 規格かベータ規格のどちらかが、市場シェアの大部
分を占めたのかという点でいうと VHS 規格が圧倒したのは間違いのない事実である。
(伊庭・竹中・武藤,2001)	
	
	
図  1	 日本における VHS 方式と Beta 方式のマーケットシェアの推移（伊庭・
竹中・武藤 ,2001）	
	
	 しかし、VHS 規格がその後も VTR 市場の中で圧倒的な地位を占めたかというと、DVD、
Blue-Ray などのより高画質で高品質な新たな規格が誕生したこともあり、現在では VHS
は事実上存在していない16。メディアから再生するというスタイルから、クラウド上に
置かれた動画データをストリーミングで再生する時代1718にもなってきており、競争は
ダイナミックに変化してきている。	
	 デスクトップ OS 市場においても、Windows に敗れた Apple が、完全に撤退したかと
いうと、全くそうではない。現在においても、Mac	OS の市場シェアは約 7%ほどである
                                                   
16 「パナソニックは 10 日、ＶＨＳ方式の家庭用ビデオレコーダー（録画再生機）の国内向
け生産を昨年末で終了したことを明らかにした。ソフトを持っている人に配慮して少量生
産を続けてきたが、ＤＶＤやブルーレイ・ディスク（ＢＤ）にほぼ切り替わったと判断し
た。かつての同社の稼ぎ頭が、発売から約 35 年で姿を消す」（日本経済新聞, 2012 年 2 月
10 日） 
17 「インターネット経由で視聴できる動画の配信サービスとその利用環境が、ここ 1～2 年
で急速に充実してきた」（日本経済新聞, 2013 年 1 月 18 日） 
18 「民放大手が番組のインターネット配信に本格的に動き出した。スマートフォン（スマ
ホ）や動画サイトの浸透で視聴様式が一変。」（日本経済新聞, 2014 年 12 月 14 日） 
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が、企業価値は、Windows を開発している Microsoft を凌駕している。OS だけでなく、
iTunes を始めとする自社製のソフトウェアや創業時からの製品でもあるコンピュータ、
iPod、iPhone、iPad などのハードウェアにより、統合的に製品やサービスを提供する
ことによって、異なる地位を確立しているのが実態である。このように実態を見ても
現実には、一人勝ちという現象は起きていないと考えられるのである。	
	 しかしながら、一人勝ちというキーワードに関する論文は多数存在するし、一人勝
ちを信じて行動している企業も存在している。彼らは、現実には一人勝ちという現象
は発生していないにも関わらず、一人勝ちを信じて行動しているのである。すなわち
一人勝ちとは、企業が成功パターンを追い求めるあまり半ば盲目的に信奉してきたあ
る種の神話であると考えることができる。このある種神話である一人勝ちという現象
を信奉するあまり、企業は、生き残りをかけ、主戦場を現在の位置から一歩、もしく
は半歩ずらすような形で、戦いの場を移していく。企業戦略として、制度的ルールに
対する独自の読み解きのもとで、多面的な競争が繰り広げられていくのである（松嶋・
水越,2008）。企業は、この独自の読み解きを行う時に、差異化していく契機を見つけ
るのである。つまり、現実の企業行動を捕らえるためには、差別化を前提とすること
が必要なのである。そこで、次節では、企業の戦略が同質化していくメカニズムだけ
でなく、企業の戦略が差異化していくメカニズムを分析している制度派組織論の論理
で企業間競争を分析した先行研究を見ていく。	
	
2.2. 制度派組織論の論理で企業間競争を分析した先行研究	
	 制度派組織論の論理で企業間競争を研究した先行研究としては、松嶋・水越（2008）
による国内オンライン証券を分析した事例がある。既存の証券業界に対して、松井証
券がどのようにオンライン証券市場を切り開いていったのかが描かれている。もとも
と、松井証券は営業マンによって機関投資家や大口投資家を囲い込むという営業スタ
イルが普及した既存の証券業界の中で、自らをブービーと位置づけ、ニッチを狙う戦
略を実践していた。そもそも典型的な規制産業であった当時の証券業界は、大蔵省が
リーダーシップを取る形で、野村証券や大和証券などの大手証券会社が証券会社を代
表して参加する構造であったため、中小証券会社は決定された事項に追随するだけで
あったのである。各企業は、画一的なサービスを画一的な価格で提供していたため、
証券会社にとっての競争優位性は、歩合制の営業マンしかなく、営業マンへの依存が
非常に大きな状況であった。この依存から脱却するために、松井証券が始めたのが、
田舎の富裕層を相手にする通信取引だったのである。通信取引に反応したのは、ター
ゲットとして目論んでいた田舎の富裕層ではなく、これまで顧客としてみていなかっ
 13 
た小口投資家が反応することになる。個人投資家は既存の営業マンとの人間関係を嫌
う傾向が強いため、証券会社の競争優位の前提としていた営業マンによる勧誘という
活動を見直すことになった。そこで、営業マン中心の活動から、新聞広告を中心とす
る広告活動への変更となったのである。以上のように、松井証券は、既存の証券業界
の下で、自らの立場を確立しようとしていく中で、既存の証券業界との差異を見出し
ていったのである。差異を見出したことによって、既存のルールの時には当然とされ
ていた経営資源を見直すことにもつながっていく。この経営資源の見直しは、大手証
券会社が営業マンを中心とした戦略を実践する限り、手の届かない領域だったのであ
る。このようにして、大きな取引を行う機関投資家や大口投資家の囲い込みを目指す
「ストックビジネス」から、個人投資家から得られる少額の取引手数料を蓄積してい
く「フロービジネス」という、オンライン証券としてのビジネスモデル確立していっ
たのである。	
	 同研究においては、オンライン証券のビジネスモデルが確立していく中で、オンラ
イン証券業界に新たに参入した企業や既存の証券業界の企業も巻き込んだ多面的な競
争も描かれている。オンライン証券市場に参入した企業は、松井証券とは別の戦い方
によって、他企業が手の届かない領域によって収益を上げていくのである。例えば、
イー・トレード証券（SBI 証券）は、ベンチャー企業の IPO により、トレーディング収
益を上げている。イー・トレード証券は、アメリカでの価格競争を経験していたこと
もあり、日本においても価格競争が起きると予想し、他企業とは異なる収益源を見出
そうとしていた。トレーディング収益自体は、野村証券もあげていたが、顧客からの
預かり資産を基にした自社取引による収益とは意味が異なるのである。イートレのト
レーディング収益は、ソフトバンクインベストメントとの合併後以降であるが、IPO へ
の投資を行うだけでなく、その販売受け口として、業界最大の口座数を保有するイー
トレを利用したのである。ここでは、オンライン証券業界の戦い方が、手数料を低く
することだけではないことが描かれている。松井証券が制度化した新たな証券業界の
ルールの中で、イートレは自らが保有する経営資源に差異化の契機を見出し、松井証
券や他の企業からは手が届かない領域での戦いを構築したのである。	
	 積極的な個人投資家が好むハイリスクな信用取引に注目したオリックス証券も他の
企業からは手が届かない領域での戦いを構築していく。グループの資金調達力を背景
に、顧客に対する貸付金利で収益を上げていくのである。顧客の貸付金利を高くする
信用取引は、証券会社の資金調達力が必要となるが、十分なストックを持たないオン
ライン証券の場合は、資金を外部から調達する必要がある。これに対し、オリックス
証券の場合は、オリックス本体からの資金調達が可能である。そのため、他企業にと
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って採算が保てないほどの金利であっても、十分に収益を上げることができるのであ
る。手数料の引き下げ競争は、信用取引においても引き起こされたが、単純な泥沼の
価格競争に陥ったわけではない。オリックス証券の例で見てきたように、価格競争の
中で、自社の強みを再評価し、新たな収益源を目的に異なる論理の中で競争を仕掛け
ていったのである。	
	 このようなオンライン証券の戦いの中で、業界最大手である野村証券は、オンライ
ン証券が成長していく中で、指をくわえて見ていたわけではない。野村証券もまた、
自らが保有する経営資源に新たな価値を見出し、オンライン証券での戦いを挑んでい
くのである。価格競争による手数料の引き下げに、個人投資家はフロービジネスに対
する価値を見出していく。資金の少ない個人投資家が、信用・先物・FX といった大き
なリターンを求めていき、投機的な市場が形成されていくのであるが、投機化された
市場は、同時に保守的な顧客層も生み出す。その顧客層に目をつけたのが、野村証券
なのである。元々、オンライン取引の動向を把握するために、野村証券によって設立
されたジョインベスト証券から投資信託という保守的な商品を売り込むのである。こ
こには、単一の企業だけを見ていただけでは、読み解くことができないグループ戦略
としての論理がある。オンライ証券市場で先行する企業が創発していった市場の反動
で形成された保守的な市場に、グループが保有する商品を売り込み、野村証券単体で
は手が出せなかったオンライン証券市場からの収益を獲得していくのである。	
	 標準が確立していくことによって、異種混合の競争状態が作り出されていく研究は、
Holmes（2014）の携帯電話産業での事例がある。この研究では、差別化仮定が前提と
されている。企業は標準を通じて、同質化するだけではなく、戦略的にリアクション
することが可能であるということについて、DiMaggio	and	Powell（1983）が論じた 3
つの制度的同型化メカニズムを改めて捉え直した上で、議論している。一つは、強制
的同型化であり、国家や法律といった合理合法的な存在に注目したメカニズムである。
合理合法性は、組織を特定の方向に強制的に変える力を持っているため、第一の戦略
アクションとしては、国家や法律といった制度に形式的に従うというアクションが考
えられるとしている。一方、企業は形式的であっても、制度に強制的に従うため、そ
の裏をかく戦略も考えられるとしている。それゆえ、第二の戦略としては、自らの利
害を仕込みながら制度化していくことが考えられると説明している。二つ目は、規範
的同型化であり、医者や弁護士など専門家に注目したメカニズムである。医者や弁護
士などは、各分野に精通した専門家であるため、制度として君臨している。それゆえ、
第一の戦略は、企業は専門家の雇用や資格の獲得を行うことであるが、重要なのは専
門的な知識の有無ではなく、専門家であるという規範である。それゆえ、第二の戦略
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は、規範である専門家を利用することである。三つ目に、成功者の模倣に注目した模
倣的同型化である。不確実な環境を生き残ってきた成功者は制度として君臨する。そ
れゆえ、追随する企業の第一の戦略は、成功者の戦略を模倣することである。しかし、
追随する企業が模倣的に行動するのであれば、第二の戦略として、模倣を前提に制度
を確立するということが考えられると説明している。このように Holmes（2014）は、
制度があるからこそ、企業は戦略的な行動がとれることを述べている。	
	 では、なぜ、企業は模倣しつつも差異化することが可能になるのであろうか。この
点については、制度派組織論の論理で企業間競争を研究した松嶋・水越（2008）、Holmes
（2014）も十分に議論されているとは言えない。ただ、企業が先行企業の模倣を行い
つつ、差異化していくプロセスを考えていくにあたっては、松嶋・水越（2008）が取
り上げた事例を再考することが手掛かりになる。イー・トレード証券（SBI 証券）、オ
リックス証券、野村証券は、ネット証券業界の同型化圧力の中で、同型化しながらも
差異化を行っていく。その際、覇者である松井証券が保有していない「資源」に注目
し、それをテコにするような戦略的行動が見られる。これを松嶋・水越（2008）は、
企業の差別化戦略とした。それでは、資源とはどういった概念として捉えられるので
あろうか。	
	 企業が保有する資源の捉え方については、Penrose（1959）の議論が手掛かりになる。
彼女は、資源を「企業が購入したり貸借したり自らの使用のために生産したりする物
的なものと、それらを企業にとって有用化するために雇われた人々」（Penrose,1959,	
邦訳,109 頁）と定義した。サービスについては、「企業の生産活動に対してこれらの資
源が果たしうる貢献」（Penrose,1959,邦訳,109 頁）と定義し、一つの資源は、実現可
能性のあるサービスの束であると論じている。これは、資源が本来持つ意味が一義的
なものではなく、多義的な意味を含んでいることを表している。資源の多義性は、企
業の事業が差異化していくことにきわめて重要な観点であり、Penrose（1959）は、「同
じ資源であってもそれを用いる人々がその使い方について新たなアイデアを得れば、
異なる方法で異なる目的に用いることが可能になる」（Penrose,1959,邦訳,119 頁）と
説明している。制度論的な解釈を踏まえると、多様な制度の中で同型化圧力に晒され
ている企業は、その圧力の下で自社が保有する資源の価値を再定義し、自社の優位性
を確立する差別化の機会を獲得していくと考えられるのである。例えば、松嶋・水越
（2008）によるオリックス証券の事例で見ることができる。そもそも、オリックス証
券がアクセスすることが可能だったグループからの資金調達力は、オリックス証券創
業時から存在していたものである。アクティブな個人投資家の出現という市場の変化
をきっかけに、オリックス証券が持つ資金調達力が顕在化したのであるが、資源の価
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値を再定義し、自社の優位性を確立する差別化の機会を獲得していった一例と見るこ
とができる。	
	
2.3. 先行研究の理論的課題	
	 企業間競争を一人勝ちという概念を用いながら論じている先行研究と、制度派組織
論の論理を用いて、企業の戦略行動が同質化していくだけでなく、差異化していくこ
とを明らかにした先行研究をレビューしてきた。その上で、先行研究に残された理論
的課題は二つあると考えられる。一つは、各企業の戦略の多様性が欠如している点で
ある。ある企業がある時点において、支配的な立場となった時に、追随する企業は、
同一の市場の中での競争に限定されてしまっている。この場合、先行研究（根来・加
藤,1996）が論じている通り、先行者が優位になるのはもっともな理由の一つであろう。
しかし、追随する現実の企業が取る戦略行動は、先行研究が前提としているような、
限定的な環境の中で競争を行なってはいない。むしろ、自らが生き残っていくために、
保有する資源の利用可能性を考えながら、他の企業とは異なる独自の企業活動を行っ
ている。つまり、現実の企業活動自体も差別化仮説が前提とされているのである。	
	 二つ目としては、一人勝ちそのものを非常にスタティックに捉えてしまっているこ
とである。研究上、分析期間を特定の期間に区切った上で、それぞれの研究者が一人
勝ちを定義する指標を決めて分析している。そこには、統一的な基準は存在していな
い。統一しているものがあるとすれば、一人勝ちという企業間競争の帰結を表すキャ
ッチーなフレーズのみである。また、分析上、分析期間を定めることは、必要不可欠
なものであるが、一人勝ちしているか否かという論点を論じる場合は、非常に注意が
必要であろう。何故なら、分析期間によっては、いかなる製品やサービスも一人勝ち
という様に、表面上見えてくる場合があるからである。そもそも、一人勝ち論者があ
げた事例は、現時点までの経緯で見てみると、覇者は次々と入れ替わっているのが実
態である。	
	 では、一人勝ちという概念は、企業間競争を理解する上で、無意味なものであろう
か。明確な定義も存在せず、実態を真に捉えているとは言えない概念であるが、むし
ろこの概念の存在も、企業間競争が多面的になる要因の一つと考える。キャッチーな
フレーズで、一般社会はもちろん、一部の研究者の研究対象となっているこの概念は、
神話として存在している。一人勝ちという神話を求めつつ競争していくことは、企業
の差異化を求める契機になるのである。ゴーイングコンサーンを前提とする限り、一
人勝ちという神話が成立した時、企業の選択肢は二つ考えられる。一つは、既存の市
場の中に留まりながら、企業活動を継続していくことである。二つ目は、別の市場へ
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と戦いの場を移していくことである。その際、新たな市場を構築しながら戦いの場を
移していく場合と、すでにある別の市場へと戦いの場を移していく選択肢も企業側に
はある。実際、根来・加藤（1996）が例示している事例でも、一人勝ちという状況が
成立してからの企業間による多様な戦略が述べられている。	
	 このように見ていくと企業の戦略行動は、成功した企業のビジネスモデルに同質的
なアクションを行っていくだけでなく、成功したビジネスモデルがあってこそ、企業
は差異化の契機を見つけ、戦略行動を実践していくことが見て取れる。そこでは、差
別化仮説が前提となっているのである。この差別化仮説は、企業自らが保有する資源
を読み取る際にも前提となる。Penrose（1959）による資源の捉え方の通り、資源は多
義性を本来含有しているものであり、企業活動が差異化していく際の重要な観点なの
である。この資源についても、静的に捉えるものではなく、ダイナミックな視点で捉
えられるべきものである。企業活動を継続していく中で、企業を取り巻く競争環境、
技術環境、社会環境などが変化していくことにより、資源の意味付けは常に再構成さ
れ続けるものなのである。	
	
2.4. 分析枠組	
以上の論考を踏まえた上で、本論文では図 2 で示す分析枠組に基づき、事例分析を行
っていく。	
	
	
図  2	 戦略差異化のプロセス	
	
	 以下では、分析枠組の内容を具体的に説明していく。まず、企業は、妄信的に信じ
ている一人勝ちという神話の中で、競争を行なっている。ネットワーク外部性による
収穫逓増という効果を発現させるために、企業間で競争が繰り広げられている。その
ような中、ある特定の企業が市場の大部分のシェアを占めるようになる。すると、そ
の企業の戦略がいわゆる勝ちパターンの戦略として認知されるようになり、その市場
の中での支配的な競争戦略が確立していく（1）。支配的な戦略が確立した企業は、ネ
ットワーク外部性による収穫逓増の恩恵を受けることになり、消費者はその企業の製
品・サービスに集中するようになる。一方、支配的な戦略を確立できなかった企業は、
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支配的な戦略を確立した企業と比べて、劣後的な地位に陥ることになる（2）。劣位の
企業は、企業としての生き残りをかけ、既存の制度的ルールを参照する。この時、対
象となる既存の制度的ルールは、自らが属している市場の制度的ルールの場合もあれ
ば、現在は属していない市場の制度的ルールの場合もある。既存の制度的ルールを参
照すると同時に、自らが保有する資源についての参照も行い、自らの資源に新たな価
値を見出し、資源の価値を再定義することになる。そうすることで、支配的な戦略と
は差異化した戦略行動の構想を生み出す（3）。	
	 この分析視角は、制度的戦略の分析視角では十分に述べられていなかった戦略行動
が差異化していくプロセスを、資源の多義性という観点に注目し、整理したものであ
る。企業は、支配的な戦略の中にあっても、自らの生き残りをかけ、差異化した戦略
行動を求める。その時に重要となるのが、資源の多義性なのである。資源というのは、
一義的に捉えられるものではない。元来、資源が備えている多義性を前提とし、資源
の価値を捉えなおすことにより、企業は支配的な戦略の中にあっても、差異化する動
機を見つけ出すことができるのである。	
	
3. 事例分析	
	 事例分析においては、グリー、ガンホー、ミクシィの 3 社の事例を検討していく。
分析に用いたデータは、ハーバードビジネススクールによるケーススタディや企業の
ウェブサイト、関連書籍などの二次資料である。	
	 具体的には、まず、国内初の SNS サービスを提供していくが、後発のミクシィに追
い越され、大きく水をあけられたグリーが、自らがアクセス可能な資源を再定義しつ
つ、企業としての生き残りをかけ差異化への構想を実践していく過程を検討する（3.1）。
次に、ソーシャルゲームで先行した企業が構築したソーシャルゲーム市場での戦い方
を模倣しつつも、ガンホー自らが保有する資源の価値を再定義することで、既存のソ
ーシャルゲーム企業とは異なる戦略を実践していく過程を検討する（3.2）。最後に、
SNS 市場の中で覇者となりつつも、フェイスブックの日本進出により凋落していったミ
クシィが、自らが保有する資源の価値を再確認し、ソーシャルゲーム市場の中で差異
化した戦略を実践していく過程を考察していく（3.3）。	
	
3.1. グリーの事例	
	 本稿では、グリーが、国内初の SNS サービスを提供しつつも、後発のミクシィに追
い越され、大きく水をあけられた後(3.1.1)、資源を再定義した上で、企業としての
生き残りをかけた差異化への構想を生み出し(3.1.2)、ソーシャルゲーム市場の中で
 19 
の支配的な戦略を構築していった過程(3.1.3)を検討する。その上で、グリーのケー
スを要約していく（3.1.4）。	
	
3.1.1. 創業後、ミクシィの台頭により劣位になっていく経緯	
	 グリーは、当時、楽天に勤務していた田中良和氏が、友人との交流を目的とした PC
向けの SNS サービスである GREE を個人サイトとして公開したことから始まる。グリー
創業のきっかけとなった SNS サービスは、誰もが自由に参加することができるわけで
はなく、既存会員からの招待状を取得しなければ、参加することができないサービス
として提供される。既存会員からの招待状を持っていなければ、SNS を利用することが
できないため、田中氏は、勤務先である楽天の同僚や友人に招待状を送付し、自らが
開発した SNS サービスへの参加を依頼することになる。招待状を送付した友人・知人
には、単にサービスを使用してもらうだけではなく、サービスのテストやそれぞれの
友人・知人に招待状を送付することも依頼し、サービスの拡散を目論んでいく。その
結果、グリーの SNS サービスは、数千ものユーザーを惹きつけることになり、一定の
サービス規模を確保することになる。これは、田中氏が SNS に対するポテンシャルを
感じさせるには、十分な出来事であり、2004 年 12 月にグリー株式会社を設立し、本格
的にサービス展開していく大きなきっかけとなる。国内初のサービスとして展開して
いたこともあり、順調に成長していくかに見えたが、思うようにユーザー数を獲得す
ることができず、成長は伸び悩んでしまう。後発のサービスである mixi に追い越され
てしまったのである。追い越されてしまった要因としては、頻繁にグリーのサイトが
クラッシュしてしまっていたにもかかわらず、創業者である田中氏一人で運営してい
る状況だったため、この問題の解決に十分に時間をかけることが出来なかったのであ
る。また、グリーの人的リソース不足は、サービスをさらに発展させていくようなこ
とにも時間をかけることができなかったのである。その結果、2005 年末時点のグリー
のユーザー数は 28 万人、ミクシィのユーザー数は 100 万人となり、大きく後発サービ
スである mixi に水をあけられてしまうことになる。	
	
3.1.2. 資源の再定義と差異化への構想・実践	
	 SNS サービスの企業として創業していたグリーにとっての収益源は広告収入である。
SNS サービスである GREE を広告媒体として位置付け、主に広告代理店やメディアレッ
プ19を仲介してインターネット広告を販売していた。広告主のウェブサイトへのリンク
                                                   
19 インターネット広告枠を広告代理店に販売する一次代理店 
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を張るバナー広告枠に加え、SNS の機能と広告コンテンツを連動させていたタイアップ
型の企画広告の制作・掲載や成果報酬型広告（アフィリエイト）の掲載を行うことで、
各広告主から広告収入を得ていたのである。インターネット上のコンテンツは、無料
が当たり前という盲目的な通念があったため、インターネット上のサービスをビジネ
スとして成立させるには、SNS サービスを広告スペースとして企業に提供する必要があ
ったのである。	
	 しかし、携帯電話が普及し、携帯電話向けのサービスが成長するにつれ、広告収入
モデルの収益が脅かされることになってくる。PC 用のサイトと比較して、圧倒的に広
告スペースが小さいため、携帯電話のユーザー数の伸長は、広告収入への寄与が小さ
いと予測されたのである。また、広告収入モデルの場合、一般的には収益がトラフィ
ック量に比例していくため、より多くの収益を獲得するには、大規模な設備投資が必
要になってくる。しかし、携帯電話ユーザーの場合、広告収入へのインパクトが小さ
いため、設備投資に対するリターンが見合わなくなり、このまま同じビジネスを続け
ていく限り、将来的にキャッシュが枯渇していく危惧もあった。	
	 そこで、グリーは、ビジネスモデルの変革を決意していくことになる。一企業とし
て、生き残りをかけ、変革を決意したものの、当初は、何をするか、どのようなサー
ビスを展開していかなどは決めていなかったという20が、ほどなくして SNS とゲームを
組み合わせたコンセプトを考え出し、新たなサービスを展開してくことになる。いわ
ゆるソーシャルゲーム事業を開始していくことになるのである。このソーシャルゲー
ムにおけるビジネス上の最大の特徴として、課金収入モデルがある。キャッシュが枯
渇していく危惧もあったグリーにとっては、売上回収の期間が比較的短期的に済むビ
ジネスへの転換が必要とされた。ただし、課金収入により収益を確保していくために
は、ゲーム内の各種アイテムユーザーがいかにしてユーザーに販売してくのかという
ことが重要になる。特に、インターネット上のコンテンツは、無料が当たり前という
大きなハードルがある中で、そのハードルをどのようにグリーが乗り越えていったの
かということであるが、その答えはソーシャルゲームという市場が出来る以前にすで
に存在していた。NTT	Docomo を始めとする通信事業者が構築した通信料金の一括決済
システムを活用したのである。では、その一括決済システムは、どのような経緯で作
られていったのであろうか。	
	 当時の日本経済は、1990 年代初めのバブル経済崩壊後、経済の停滞に直面し、成長
の原動力として、規制改革に焦点を合わせ始めていた。1995 年には、政府は「規制緩
                                                   
20 Andrei Hagiu,Masahiro Kotosaka (2013) 
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和推進計画」を策定し、規制緩和を推進していく。この計画の中には、データ通信の
分野における規制緩和も含まれていた。1994 年、携帯端末のレンタルシステムが売り
切り制度に切り替えられ、1996 年には新料金の導入に関わる規制が緩和される。さら
に、1998 年には携帯電話利用の認証手続きが大幅に簡略化され、申込料が引き下げら
れるなど、段階的に、規制緩和が進む。これらの緩和策は、携帯電話の普及に大きく
貢献することになり、携帯電話の利用者数は、1994 年 3 月の 213	万人から 2003 年 3	月
の 7,566 万人へと急増することになる。特に、国営の電話事業独占企業である日本電
信電話公社（NTT）のワイヤレス部門を起源とする NTT	Docomo は、当時、携帯電話市
場で圧倒的な地位を確立していた。その人気は、携帯電話利用者の急激な需要の増加
に追いつけないほどであり、ワイヤレス回線はパンク寸前、サービスの停滞を余儀さ
れるほどであった。そこで、通信の混雑を緩和する目的で、携帯電話を使った「テキ
スト」ベースのデータ通信に対する新しい使い方を検討していく。それが、世界を含
めても先進的な常時接続型のインターネットサービスである「i モード21」の起源であ
ったのである。	
	 i モードは、サードパーティが提供するコンテンツに、携帯電話の加入者がアクセス
することができる「ポータルサイト」である。i モード端末に搭載されたミニブラウザ
からアクセスするこのポータルサイトは、階層化されたメニューシステムという構造
をとっており、このメニューを起点としてより大きなインターネットへアクセスする
ことができる仕組みである。プラットフォーム自体は、NTT	Docomo が管理し、コンテ
ンツの供給は外部からの供給に頼る仕組みであった。当時、欧州や米国の通信事業者
でも、通信事業者が主導する「テキスト」ベースのデータ通信への試みが行われてお
り、通信事業者自らが、独自コンテンツの開発・購入に力を入れていたのに対し、NTT	
Docomo は真逆の行動をとったわけである。その理由としては、コンテンツからネット
ワークまでバリューチェーン全体をコントロールしようとする「テレコム的発想」を
脱却し、「インターネット的発想」を採用すべきと考えていたからである。NTT	Docomo
はデータの通信料のみで、十分な収益を獲得することができると思っていたが、そも
そもどのようにサードパーティのプロバイダからコンテンツの提供を受けるかという
点が課題であった。	
	 特に、日本のインターネットユーザーは、少額の支払いにクレジットカードを使う
                                                   
21 携帯電話端末によるインターネット等への接続サービスである携帯電話 IP 接続サービ
ス。1999 年 2 月に世界初の携帯電話 IP 接続サービスとして NTT ドコモの i モードが開始
した後、au の EZweb、J-PHONE（現、ソフトバンク）の J-Sky が追従し、爆発的に普及
した。 
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習慣がなく、小さな額の料金請求を嫌う傾向があった。また、コンテンツプロバイダ
側にとっても、このような少額の請求システムを構築・維持していくことは、膨大な
費用がかかると予見されていたのである。しかし、ドコモの場合、通信料という莫大
な件数の少額取引の処理を目的に構築された請求システムをすでに保有していた。そ
こで、コンテンツプロバイダにコンテンツを提供してもらう代わりに、請求業務の代
行を行うという提案により、両者にとってウィンウィンの関係を構築することに成功
するのである。この請求代行は、コンテンツプロバイダだけにメリットがあったわけ
ではなかった。コンテンツを使用する携帯電話ユーザーにとってもメリットがあった
のである。NTT	Docomo がコンテンツの請求代行を行うことによって、請求が一箇所に
集約されることになる。つまり、回線使用料と一緒にコンテンツの利用料金の支払い
を一括で済ますことができたのである。このことは、単に支払いが便利になったとい
うだけでもなかった。携帯を使用するユーザーの少額課金のハードルを大きく下げる
ことにつながったのである。携帯電話を契約するときに、加入者はキャリア決済の４
桁のパスワードを登録する。この４桁のパスワードを入力するだけで、コンテンツの
購入、支払い処理まで済ますことができたのである。このようにして、ドコモは、イ
ンターネット上の少額コンテンツから課金する仕組みを構築していったのであるが、
ソーシャルゲーム業界の特徴的なビジネスモデルである課金ビジネスモデルは、この
時すでに構築されていたこの仕組みを活用することによって、課金収入を中心とした
ビジネスモデルへの転換を果たしていくのである。	
	 グリーはソーシャルゲームの企業として発展していくにあたって、NTTdocomo などの
携帯電話キャリアが構築した imode を始めとする携帯電話 IP 接続サービスという仕組
みを前提に、必要となる資源のあり方を再定義していくことになる。コンソール型の
ようなゲームの場合、ゲームを一度市場にリリースしたら、市場の反応に合わせてゲ
ームの内容をアップデートすることはできない。そのため、ゲーム作りに必要となる
人材は、ゲーム自体の面白さを追求できるような企画力に優れた人材が必要とされた。
しかし、ソーシャルゲームの場合、一度ゲームをリリースしても、市場の反応を見つ
つ、ゲームの内容を漸次的にアップデートすることができるという特徴を持っている。
そのため、リリースしたゲームの市場の動向を感じ取り、そこから改善内容を考え、
それをアップデートに反映することができる人材が必要とされ、データ分析に長けた
人材を揃えていくことになるのである。22	
	 そのため、博士号を保有し、数学モデリング、データマイニングができる専門家集
                                                   
22 グリーにとっての最大のライバルである DeNA も同様である（Hagiu, Kotosaka, 2013）。 
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団がいるだけでなく、営業を含むスタッフのほとんどは、分析ツールを使用し、必要
なデータを分析することが可能な能力を備えている必要が生まれた。このデータ分析
は、リリースしたゲームの市場動向を探り、漸次的なゲームの改善に結びつけていく
というだけでなく、グリーが提供したテレビ CM の効果測定にも活用される。会社やゲ
ームの知名度向上という一般的な目的があったのはもちろんであるが、ソーシャルゲ
ームの特性を十分に把握した上で、テレビ CM を行っていたのである。テレビを見てい
る状態の時にでも、ソーシャルゲームの場合、携帯端末を使用することができる。そ
のため、テレビ CM を見た視聴者が、ゲームの内容に興味を持った時に、テレビを見な
がらにして、ゲームのダウンロードをすることができるのである。これは、グリーが
市場の反応を見るためには、良い状況であった。ダウンロードしたユーザーの地域、
性別、アクセス時間などを把握することができたのである。また、このような分析は、
投資したリターンを予測するモデルの構築にもつながっていくことになる。	
	
3.1.3. ソーシャルゲーム市場での支配的な戦略の確立	
	 グリーは、NTT	Docomo を始めとする通信事業者が構築していた一括決済システムを
活用することで、ソーシャルゲームでの課金ビジネスを確立していく。2007 年 3 月に、
グリーはフィッシングゲームの「釣り★スタ」23をリリースする。グリーの SNS サービ
ス「GREE」に連動したブラウザゲームであるため、インターネットに接続でき、ウェ
ブブラウザと SNS アカウントがあれば、ゲームソフトをダウンロード・インストール
する必要がなく、どこでも気軽に遊ぶことができるという利点があった。ゲーム自体
の特徴としては、様々な釣り具アイテムを集め、釣った魚の魚拓を日記やコミュニテ
ィで紹介したり、チームを組んで釣り大会への参加などを楽しむことができる。ゲー
ム自体は、無料で提供されているものであるため、コンソール型のゲームと異なり、
ゲーム単体からの収益を獲得することができない。そのため、課金アイテムと言われ
るゲーム内で使用することができるバーチャルな釣り具による売上で収益を上げたの
である。収益を上げていくために、特に重要な要素がガチャと呼ばれるアイテム課金
の仕組みである24。「ガチャ」とは、カプセルトイの俗称「ガチャガチャ」「ガチャポン」
に由来しており、ランダムにアイテムを入手できるゲーム内のシステムである。ガチ
                                                   
23 「釣り★スタ」は、リリース後、約 2 週間でゲームの開発にかかったコストの回収に成
功し、１年間で約 5 億円もの収益を生み出すことに成功することになる。（Hagiu, Kotosaka, 
2013） 
24 「ガチャも、ソーシャルゲームで初めて採用されたシステムではなく、ゲーム内課金の
一環として、以前からパソコン向けオンラインゲームなどで提供されていた。」（佐藤, 2012, 
CNET Japan） 
 24 
ャは 1回ごとに課金を伴い、携帯電話の使用料と一緒にユーザーが支払うことになる。
無料のガチャもあるが、その場合は 1 日 1 回のように制限が課せられていることが一
般的である。特定のゲーム内のアイテムを手に入れようと思っても、ガチャの場合は
欲しいアイテムを直接購入することはできない。そのため、欲しいアイテムがある場
合は、くじを引く様にそれが当たるまで何度もガチャを行う権利を有料または無料で
購入する事になる。グリーは、このようなアイテム課金の仕組みを使って、課金収入
の売上構成比を上げていき、広告収入に依存するビジネスモデルから課金収入を中心
としたビジネスモデルへと転換を遂げていくことになる。25	
	
3.1.4. 要約	
	 本ケースは、以下のように要約することができる。	
	 もともと SNS サービスである「GREE」を主軸に、広告収入により収益を拡大してい
たグリーは、後発サービスであるミクシィの SNS サービスである「mixi」の台頭によ
り、SNS サービスにおける覇者としての立場を勝ち取ることができなかった。SNS 市場
で二番手となったことに加え、広告スペースが小さく広告収入への寄与率が小さいと
考えられた携帯電話の普及は、今後のキャッシュが枯渇してしまう恐れがあった。そ
こで、生き残りをかけてビジネスモデルの変革を決意し、ソーシャルゲームのサービ
ス展開に軸足を移していく。短期的に売上高の回収を可能とするため、収益源の大部
分を依存していた広告収入から、課金収入への転換を目指すことになる。	
	 課金収入での収益を獲得していくためには、どのようにユーザーから課金をするの
かという大きな課題があった。特に、日本のインターネットユーザーは、少額の課金
にクレジットカードを使用する習慣がなく、課金を実現することは大きなハードルが
存在していた。そこで、その課題を克服するために、グリーが目をつけたのが、NTT	
Docomo を始めとする通信事業者が構築していた一括決済システムであったのである。
この一括決済システムを活用することにより、課金収入モデルへの転換を果たしてい
くことになる。	
	 ソーシャルゲームの発展に伴いグリーが再定義した資源には、ソーシャルゲーム市
場で必要な人材のあり方である。コンソール型のゲームの場合と異なり、市場動向を
的確に分析することができる人材が求められるようになる。ソーシャルゲームの場合、
携帯電話という常時インターネット接続が可能な端末を使用していたため、ゲームの
リリース後も、市場の動向を感じ取り、そこから改善内容を考え、それをアップデー
                                                   
25 2007 年６月期の売上高対課金収入比率は約 3％であったが、2010 年 6 月期には、約 80％
になる。（有価証券報告書） 
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トに反映するためである。社内の人材に、博士号を保有者、数学モデリング、データ
マイニングができる専門家集団がいる傾向は、グリーの最大のライバルである DeNA も
同様の傾向であった。	
	 グリーがリリースしたゲームは、常時インターネット接続されている携帯電話で使
用することができるゲームであった。そのため、ウェブブラウザと SNS アカウントが
あれば、ゲームソフトをダウンロード・インストールする必要がなく、どこでも気軽
に遊ぶことができるという利点があった。ゲーム自体は、無料で提供されているもの
であったため、収益を獲得するために、ガチャと呼ばれるアイテム課金の仕組みを活
用することになる。ユーザーは、欲しいアイテムがある場合は、それが当たるまで何
度もガチャを行う権利を購入する事になる。グリーは、このようなアイテム課金の仕
組みを使って、課金収入の売上構成比を上げていき、広告収入に依存するビジネスモ
デルから課金収入を中心としたビジネスモデルへと転換を遂げていくことになる。	
	 上記のグリーが選択した戦略行動は、SNS 市場では一人勝ちになれなかったことが契
機となり、別の一人勝ちを求め、ソーシャルゲームという新たな戦いの場に移ってい
く姿が見られた。キャッシュが枯渇していく現実的な問題がある中で、比較的短期的
に売上の回収が可能であるソーシャルゲームの世界での一人勝ちを目論んで行ったの
である。	
	
3.2. ガンホーのケース	
	 本稿では、ガンホーが、ソーシャルゲームで先行した企業が構築した支配的な競争
戦略の元での劣位的な地位の中で(3.2.1)、ガンホー自らが保有する資源の価値を再
定義することで、ソーシャルゲーム市場の中で差異化した戦略を実践していく過程を
考察していく(3.2.2)。その上で、ガンホーのケースを要約していく（3.2.2）。	
	
3.2.1. 資源の再定義と差異化への構想・実践	
	 ガンホーは、1998 年、ソフトバンクと米オンセール社の合弁企業として、オンセー
ル株式会社として発足する。初代社長には、ソフトバンク社長である孫正義氏の弟で
ある孫泰蔵が就任する。創業当初は、ネットオークション事業を展開するが、国内の
ネットオークション市場では、支配的な地位にあった Yahoo!	オークションの牙城を
崩すことはできず、極度の業績不振に陥る。そこで、元会長である孫泰蔵氏の誘いを
受け、2002 年に現社長である森下一喜氏がパソコン向けオンラインゲームの展開を目
的に参画する。商号もガンホー・オンライン・エンターテインメント（以下、ガンホ
ー）に変更し、主力事業をオンラインゲームに転換していく。その年、リリースした
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タイトルが、当時韓国で流行していた「ラグナロクオンライン」である。ガンホーは、
同タイトルの日本展開する運営権を韓国のゲーム会社であるグラビティより取得す
る。その後、「A3」、「ポトリス」などの運営も請け負うなど、オンライゲームを総合
的に運営するようになっていく。結果、売上高は急成長し、2005 年には大阪証券取引
所ヘラクレス市場へと上場を果たすことになる。2005 年 11 月には、2004 年 5 月から
資本参加していた家庭用ゲーム開発会社ゲームアーツの株式を追加取得する。そして、
ガンホーがゲーム市場進出への大きなきっかけともなった韓国のグラビティ社を現
物出資による第三者割当増資により株式を取得し、2008 年 4 月に子会社化するなど、
上場後もゲーム領域への関わりを更に強めていく。	
	 前述した通り、2007 年 3 月はグリーが、フィッシングゲームの「釣り★スタ」をリ
リースした時期であり、ソーシャルゲーム市場は大きな成長を遂げ始めていた時であ
った。ソーシャルゲーム市場自体は、利益率が高く、非常に注目度が高い市場であっ
たが、ガンホーはソーシャルゲーム市場からは距離を置く。この時の森下氏の主張は
一貫して、「われわれはゲーム屋であり、IT企業ではない」と主張していたのである26。
ガンホーは、自らソーシャルゲーム市場とは距離を置いていたとは言え、完全な後発
企業として、ソーシャルゲーム市場に参入することになるのである。	
	
3.2.2. 資源の再定義と差異化への構想・実践	
	 グリーが国内で初めてのソーシャルゲームをリリースした 2007 年は、携帯端末の
進化にとっても非常に重要な時期である。それは、Apple によって、代表的なスマー
トフォンの一つである初代iPhoneがリリースされたからである。従来の携帯電話は、
端末に搭載されたキーを押すことによる操作だけであった。しかし、iPhone には、タ
ッチコントロールという特徴があった。これまでタッチコントロールという概念がな
かったわけではないが、既存のタッチパネルの多くは、同時に一箇所のみでしか操作
を行えなかった。iPhone では、マルチタッチという言われる技術により、複数の指を
同時に操ることで画面の拡大縮小などバリエーションに富んだ操作が可能となった
のである。従来の携帯電話のようなキーを押すだけの操作から、指で直接画面上のア
イコンやキーボード、ボタン等に触れるマルチタッチスクリーン方式を用いたスマー
トフォンは、ユーザーに直感的な操作をもたらすことになる。ただ、初代 iPhone は、
クワッドバンド GSM 端末であったため、通信方式に GSM を採用していない日本では販
売されることがなかった。二代目の iPhone	3G は UMTS（W-CDMA）の規格で第 3 世代移
                                                   
26 山形裕一郎（2013）「パズドラの破壊力」週刊東洋経済 e ビジネス新書 No.15 
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動通信システム（3G）の通信に対応したこともあり、2008 年 7 月、日本でも発売され
ることになる。その後、2009 年 6 月には iPhone	3GS、2010 年 6 月の iPhone	4、2011
年 10 月の iPhone	4S、2012 年 9 月の iPhone	5、2013 年の iPhone	5S/5C、2014 年 9
月の iPhone	6/6	Plus、と順次性能を充実させつつ、リリースを続けている。	
	 Apple は、日本国内でも発売した iPhone	3G の発売と同時に、iPhone 向けアプリケ
ーションダウンロードサービスである App	Store も開始する。App	Store は、iPhone
用のアプリケーションを入手する公式的なサービスであり、世界中の開発者によって
アプリケーションが登録されている。iPhone 向けの開発者になるためには、Apple	
Developer	Connection に Apple	Developer として無料登録し、年会費 99 ドルの iOS	
Developer	Program に加入することが必要である。アプリケーション作成後は、iOS	
Developer	Program 会員のみアクセスできるウェブサイト「iTunes	Connect」でアプ
リケーションを登録する。その後、Apple が行う審査を通過することができれば、晴
れて App	Store に出品されることになる。この仕組みは、i モードのような日本の携
帯電話が構築したポータルサイトへの出品と比べると出品までの審査が簡易的であ
ったため、開発者は急増することになる。	
	 スマートフォンは、インターネットのブロードバンド化の進展も伴って、インター
ネットコミュニケーションを飛躍的に進歩させていくことになる27。スマートフォン
には、ハードウェアとしての最大の特徴にタッチコントロールというものがある。こ
のタッチコントロールという点に目をつけたのが、ガンホーであったのである。2012
年 2 月に iOS 端末向けに、パズル RPG「パズル＆ドラゴンズ」のリリースを開始する。
2012 年 2 月にサービスを開始してからしばらくの間は、それほど目立つ存在ではなか
った。しかし、口コミで評判が広まり、2012 年 10 月のテレビ CM 放映以降、累計ダウ
ンロード数は急速に増加していく。2012 年 2 月にタイトルをリリースした後、100 万
ダウンロード達成はタイトルリリース後の 5 ヶ月後の 2012 年 7 月に達成する。その
後、2012 年 10 月には、テレビ CM を開始させる。開始時の累計ダウンロード数は 200
万ダウンロードであったが、その 7ヶ月後の 2013年 5月には累計ダウンロード数が、
1,400 万ダウンロード数を記録し、爆発的な成長を遂げることになる。この数字は、
「スマートフォン所有者の 3 人に 1 人が遊ぶ国民的ゲーム」（東洋経済,2013 年）と言
われるほどであった。この大ヒットは、業績や株価にも大きな影響を与えることにな
                                                   
27 超高速ブロードバンドの利用可能世帯率は、2011 年 3 月末には、約 92.7 であったが、
2012 年 3 月末には 97.3%、2013 年 3 月末には 99.4%と急速に進展した。超高速ブロード
バンドとは、FTTH、CATV インターネット、FWA、BWA、LTE のことである（総務省,
情報通信白書, 2016）。 
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る。2013 年 5 月に発表した第一四半期決算では、売上高が前年同期比 9.4 倍の 309
億円、営業利益は同 75 倍の 186 億円に急伸する。ラグナロクオンラインを中心とす
るオンラインゲームを事業の主軸としていた時の年間収益規模が売上高 100 億円、営
業利益 15 億円前後であったことからも、会社としてのビジネスモデルが大きく変革
したことが読み取れる。株価も急騰し、2013 年 5 月 14 日には、株式時価総額は 1.8	兆
円を記録する。これは、任天堂を上回り、ソニーにも肉薄するような水準だったので
ある。	
	 ガンホーの大きな飛躍を遂げたきっかけである「パズドラ」は、スマートフォンの
ユーザーインターフェースに最適化されたゲームであるところに、従来の携帯電話向
けソーシャルゲームとの大きな違いがある。6 色に分かれたパズルの玉（ドロップ）
を三つ以上並べて消すことで、敵のモンスターを倒しながらダンジョンを探検するゲ
ームであるが、ドロップを前後、左右、斜めに動かすことができるのは、スマートフ
ォンが持つタッチ画面ならでは操作方法なのである。既存のソーシャルゲームでの支
配的な戦略を作り上げたグリーや DeNA が提供してきたソーシャルゲームは、携帯電
話の特定のボタンを押す単純なゲームが主流であった。スマートフォンリリース以降、
スマートフォン向けにも、グリーや DeNA もソーシャルゲームを提供していたが、従
来のボタン操作をタッチ画面に表示したボタンアイコンへと移行しただけのものが
多く、スマートフォンの特性を十分に活かしたものではなかったのである。この点、
ガンホーの「パズドラ」は、スマートフォンが持つタッチコントロールという技術的
特性を最大限に活かしたものであると言える。	
	 パズドラのゲームの特徴として、ドロップの組み合わせ（コンボ）を多く作れば、
攻撃力が上がり強い敵でも一気に倒すことができたり、倒したモンスターを仲間にし
たり、育成するなどの特徴がある。コンソール型のパズルゲームやロールプレイング
ゲームが本来持っていたゲーム性を、ソーシャルゲームに導入したのである28。ここ
では、コンテンツとしての魅力が重要だと言いたいわけではない。重要なことは、事
業を推進する人材にも再定義が必要だということである。森下氏が、「われわれはゲ
ーム屋であり、IT 企業ではない」と自負している通り、いわゆるゲームを作れる人材
を求めたのである29。グリーや DeNA が作り上げた分析やデータからゲームを作り上げ
                                                   
28 森下氏は、“今の日本のソーシャルカードゲームみたいなものではなくて、本当にゲーム
性をしっかりしたものをつくれないかと思っていました”とインタビューに答えている。
（東洋経済, 2013） 
29 パズル＆ドラゴンズの開発者であり、現プロデューサーである山本大介氏は、ゲームソ
フト開発・制作会社のハドソン（現コナミ子会社）の出身で、ハドゾン時代から本格的な
カードバトルゲームを開発するのが得意であった。パズル＆ドラゴンズの企画段階では、
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ていくという手法ではなく、ガンホーは、パソコン用や家庭用のタイトルと同様に、
ゲームとしてしっかり作りこんだものを提供している。そのため、データ分析能力に
長けた人材ではなく、ゲームとしての企画力がある人材が必要となってくるのである。	
	
3.2.3. 要約	
	 グリーや DeNA によるソーシャルゲームの支配的な戦略が構築されていた中で、ガ
ンホーは後発企業として参入する。オークション事業からの撤退後、社名変更と同時
にオンラインゲーム事業に転換していったガンホーは、韓国のグラビティ社などゲー
ム会社を買収するなどし、ゲーム会社としてのポジションを明確にしていく。ゲーム
会社としての自負もあるため、キーを押すだけのような単純なゲームを提供していた
ソーシャルゲーム業界からは距離を保ち続ける。しかし、Apple 社による iPhone を始
めとするスマートフォンが発売されたのを契機に、ソーシャルゲーム業界への関わり
を強めていくことになる。スマートフォンはインターネットコミュニケーションを飛
躍的に進歩させた。ハードウェアとしての性能面でも、従来の携帯電話には備えてい
なかったマルチタッチのタッチコントロールが可能であったため、ガンホーがこれま
で培ってきたゲーム会社としてのノウハウを十分に活かすことができると判断した
からである。	
	 ガンホーは、ソーシャルゲーム市場の中で戦っていく中で、必要となる人材にも新
たな定義を行う。それは、従来のソーシャルゲームでは重要視されていたデータ分析
能力に長けた人材を同じように活用するのではなく、軽視されていたと言ってもいい
ゲーム企画力に優れた人材を重要視したのである。そうすることによって、ガンホー
は、一人勝ちとも言われることがあったグリーや DeNA が牛耳るソーシャルゲーム業
界の中で、新たな戦い方を見出していくのである。	
	 携帯電話の主流がスマートフォンへと移っていく中で、ブラウザでのゲームから、
アプリケーションのダウンロードを前提とするゲームへとソーシャルゲームの競争
の場を変えていく。そこでは、必要とされる人材も新たに読み解く必要があったので
ある。	
	
3.3. ミクシィのケース	
	 本稿では、ミクシィが、SNS 市場の中で覇者となりつつも、フェイスブックの日本
進出により凋落していき（3.3.1）、その後、自らが保有する資源の価値を再確認し、
                                                                                                                                      
当時本人が熱中していた海外のパズルゲーム「ダンジョンレイド」を参考に開発された。 
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ソーシャルゲーム市場の中で差異化した戦略を実践していく過程（3.3.2）を考察し
ていく。その上で、ミクシィのケースを要約していく（3.3.3）。	
	
3.3.1. 創業からフェイスブックの台頭により劣位になっていく経緯	
	 ミクシイの起源は、1997 年に遡る。創業者である笠原氏が東京大学大学院の学生で
あった 22 歳の時に、Find	Job!	と呼ばれるオンライン求人サイトを始めたのである。
Find	Job!	は順調に収益を上げていき、1999 年に有限会社イーマーキュリー30を設立
する。オンライン求人サイトの事業を進めていくものの、オンライン市場に参入した
い大手求人企業との競争に直面することになる。大手求人企業との競争を行なってい
くために、笠原氏を初めとするミクシィのスタッフは、自社の競争力の改善が必要と
感じ、2003 年の夏、解決策を検討し始める。解決策を検討していく中で、SNS サービ
スを国内で展開することを思いつく。というのも、海外生まれのスタッフは、SNS サ
ービスの Friendster31を海外の友人とのやりとりで使用していたが、同様のサービス
を持ち込むべきだと考えたのである。	
	 Friendster は 2002 年にスタートしてから、最初の数ヶ月でユーザー数が 300 万人
に達していたとはいえ、イーマーキュリーのスタッフは、SNS サービス自体には、半
ば懐疑的なところもあった。しかし、SNS が持つメディアとしての力を活用すること
は、Find	Job!をさらに発展させることにつながると考え、2004 年 2 月に SNS サービ
スであるミクシィをスタートさせる。2004 年 2 月にミクシィはサービスインしたわけ
であるが、この時すでに先行してサービスを開始していた SNS があった。それが、グ
リーだった。上述した通り、グリーの運営は、創業者である田中氏により一人で運営
されていたサービスであった。そのため、頻繁するサイトのクラッシュや新しいサー
ビスの展開などを打ち出すことができなかったこともあり、ミクシィはユーザー数を
伸ばし、2004 年 10 月には先行していたグリーに追いつく。その後、2006 年夏には、
東京証券取引所マザーズ市場に上場するほどの成長を遂げることになる。この時のミ
クシィの主な収益源は、インターネット広告枠の販売による広告料収入であった。SNS
サービスである「mixi」を広告媒体とし、広告代理店やメディアレップを仲介してイ
ンターネット広告枠を販売していたのである。広告主の Web サイトにリンクする「バ
ナー広告」やユーザー情報が入力される「mixi」の特性を活かし、広告を訴求したい
対象となる属性(男女、年齢、地域等)を絞り広告を掲載できる「ターゲティング広告」、
                                                   
30 2010 年 10 月に株式会社に組織変更する。 
31 2002 年、カナダのコンピュータプログラマーであるジョナサン・エイブラムスが設立。
マレーシア・クアラルンプールに本拠地を置く。 
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「mixi」特有のクチコミを活用した「タイアップ広告」等を販売していた。ただ、広
告料収入への依存は高く、約 9 割が広告収入に依存32する構造であった。	
	 ミクシィの主な収益源であるインターネット広告市場は、テレビ、新聞、雑誌に次
ぐ広告媒体へと成長しており、拡大傾向にあったため、広告収入を目論む企業が参入
する。そのような企業の中で、最大のライバルとなったのがFacebookである。Facebook
は、ハーバード大学のカークランド寮で一緒だったマーク・ザッカーバーグらによっ
て 2004 年 2 月にサービスを開始する。当初は、ハーバード大学関係者（ハーバード
大学のメールアドレスを持っている人）に限定されていたが、スタンフォード、イェ
ール、コロンビアなどの大学に順次サービスを広げていく。その後、母国語を英語圏
以外とする海外にも進出していき、2008年 2月にスペインとフランス、3月にドイツ、
5 月には日本でサービスを開始していく。2012 年 3 月には、日本での利用者数が 1000
万人を超え、国内でのユーザー数も伸ばしていく。フェイスブックは、順調にサービ
スを拡大していき、月間アクティブユーザー数でミクシィを上回ることになり、SNS
サービスの一番手の地位を奪われてしまうことになるのである。	
	
3.3.2. 資源の再定義と差異化への構想・実践	
	 広告収入に大きく収益を依存していたミクシィにとって、ユーザー数が Facebook
に逆転されたことは、大きなリスクである。広告収入拡大の源泉である広告媒体とし
ての価値を高めるためには、ユーザー数の拡大が非常に重要な要因であるからである。	
一人勝ちという神話が存在するのであれば、フェイスブックはこのままさらに成長を
加速する。一方で、ミクシィは成長の伸びが鈍化し、フェイスブックとの格差が開い
ていくことが予期される。そこで、ミクシィは企業としての生き残りをかけ、自社サ
ービスの差別化を図っていくために、既存の制度的ルールを参照していくことになる。	
	 ミクシィが参照した制度的ルールは、大きな市場へと成長を遂げていたソーシャル
ゲーム市場であった。ソーシャルゲーム市場は、前述したグリーや DeNA によって構
築された勝ちパターンが存在していた。そこでは、i モードを始めとする携帯キャリ
アが構築した課金モデルの仕組みに乗りつつ、高度なデータ分析を通じた漸次的な改
善活動を行うことにより、囲い込んだユーザーからの課金を実現していた。この勝ち
パターンを参照したミクシィは、自らの経営資源に新たな価値を見出すことになる。
フェイスブックの後塵を拝してしまったとはいえ、もともと、ミクシィは広告収入の
価値を高めるために、ユーザー数の拡大を目指しており、莫大な会員数を保有してい
                                                   
32 平成 19 年 3 月期における当該事業の売上高(3,879,696 千円)に占める広告料収入の比率
は 89.3%(3,463,283 千円) 
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た。その自らが保有する会員数に新たな価値を見出したのである。ソーシャルゲーム
の企業がそれぞれ囲い込んだユーザーからの課金収入を実現しているのであれば、自
分たちもできるのではないかと考えたのである。元々、ミクシィはユーザー数を、広
告媒体としての価値向上要因として見ていた。つまり、間接的な収益源としてみてい
たが、直接的に収益源としてみなしていったのである。	
	 会員数を直接の収益源としてみなしたミクシィがとった戦略行動のひとつがサン
シャイン牧場の展開である。もともと広告収入への大きな依存を経営リスクとして捉
えていたミクシィであるが、「mixi アプリ」上でのコンテンツ販売をユーザー課金の
強化策として進めていく。その mixi アプリのひとつがサンシャイン牧場である。	
	 サンシャイン牧場は、中国のゲーム開発会社『Rekoo（ 酷）』が開発・運営してい
る牧場育成シミュレーションゲームである。ゲームの内容は、ユーザーは牧場の経営
者となり、作物及び家畜の収穫を行う。牧場の世話をしていくと収穫度が上がり、収
穫度が一定の値を超えるごとにレベルアップする。また収穫物を販売することでコイ
ンが得られ、そのコインを使って新たな作物の種や家畜を購入することができるとい
うものである。最大の特徴として、ユーザー間のコミュニケーションが存在すること
である。ミクシィ内の友人の牧場の世話をしたり、虫入れやいたずら、収穫などを行
うことができるのである。このようなゲーム内でのユーザー間のコミュニケーション
は、これまでのソーシャルゲームにはなかった特徴である。このような特徴は、SNS
サービスで培った会員間のコミュニケーションを行うことができる仕組みを生かし
たものである。	
	
3.3.3. 要約	
	 創業者である笠原氏が東京大学大学院の学生であった 22 歳の時に、Find	Job!	と
呼ばれるオンライン求人サイトを出自とするミクシィは、大手求人サイトとの競争に
直面することになる。自社の競争力改善の必要性を感じたミクシィは、SNS サービス
を国内で展開していく。後発企業であったものの、先行するグリーの SNS にトラブル
が頻発していたり、新たなサービス展開を打ち出すことができなかったこともあり、
ミクシィは程なくして、グリーに追いつき、追い越すことになる。そして、東京証券
取引所マザーズ市場に上場するほどの成長を遂げ、国内 SNS サービスでの一躍覇者と
し躍り出る。収益は、SNS サービスである「mixi」を広告媒体とし、広告代理店やメ
ディアレップを仲介してインターネット広告枠を販売することによって得ており、約
9 割が広告収入に依存する構造であった。そのため、非常に経営上のリスクが高い状
況であった。そのような状況の中、米国の Facebook が日本にも進出し、順調にサー
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ビスを拡大していき、月間アクティブユーザー数でミクシィを上回ることになる。ミ
クシィは、SNS サービスの一番手の地位を奪われてしまうことになるのである。	
	 SNS サービスの一番手の地位を奪われてしまったとは言え、ミクシィには、これま
での成長で蓄積してきたユーザー数という経営資源が存在していた。もともとはユー
ザー数を広告収入を獲得するための要素の一つとして捉えていたが、このユーザー数
を直接的な収益源としてみなしていくことになる。会員数を直接の収益源としてみな
したミクシィがとった戦略行動のひとつがサンシャイン牧場というソーシャルゲー
ムの展開である。サンシャイン牧場内の課金アイテムによって、収益源の多様性を図
っていくのである。	
	 上記のミクシィがとった戦略行動は、広告収入への依存から脱却していくために、
収益源の多様性を図っていこうとする点が見られる。ミクシィは、出自とするオンラ
イン求人サービスをはじめ、人とのつながりをキーワードにしたサービスを展開する
ことで多角的な事業展開を行っている。	
	
4. 結論	
	 本論文では、支配的な戦略が確立されることによって、企業は自らの資源を再定義
し、差異化への構想を生み出すことで、企業間の競争が多面的になることを明らかに
してきた。神話として存在している一人勝ちを前提に、企業は競争を行なっている。
それゆえ、ある企業によって支配的な戦略が確立されると、劣位となった企業は、自
らが利用可能な資源を再定義することによって、支配的な戦略からの差異化の構想を
生み出していくのである。その結果、企業間競争は多面的な様相を呈することになる
のである。	
	 根来・加藤（1996）でも一人勝ちという状況が成立してからの対抗する戦略が論じ
られていた。そこでは、同一の市場の中で、いかにして劣位の企業は対抗していくの
かという視点しかなかった。しかし、企業活動の実態としては、生き残りをかけ、戦
いの場である主戦場とは異なる場へと移っていく戦略行動が見られたのである。閉じ
た市場の中で、同質的な競争をしているわけではなく、自らが利用可能な資源を再定
義しながら、ボーダレスに企業は戦っているのである。	
	 実際に、ソーシャルゲーム市場の事例では、企業の戦略が差異化していくプロセス
を具体的に考察することで、以下の事実が発見された。例えば、グリー社の事例では、
SNS 市場では一人勝ちになれなかったことが契機となり、別の一人勝ちを求め、ソー
シャルゲームという新たな戦いの場に移っていく戦略行動が見られた。これは、一人
勝ちという神話を目指しての「逃避戦略」として捉えることができる。ガンホー社の
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事例では、ソーシャルゲーム市場での支配的な戦略が確立している中で、技術環境の
変化に合わせて、ゲーム企業として培ってきた資源をベースに、ソーシャルゲーム市
場の既存のルールとは異なるルールで戦っていく戦略行動が見られた。これは、既存
のソーシャルゲームの戦い方とは分割した行動をとったことから「市場分割戦略」と
捉えることができる。ミクシィ社の事例では、自らの収益源の多様性を図っていくた
めに、ソーシャルゲーム市場の支配的な戦略を模倣しつつも、自らが SNS 企業の覇者
として培ってきた資源を再利用することによって、ソーシャルゲーム市場の中で独自
の戦いを挑んでいく姿が見られた。ここでは、多角的な戦略を実践しているミクシィ
社の事業領域をさらに拡張する「資源拡張戦略」と捉えることができる。「一人勝ち」
を前提とすることで生じる、先行研究では議論されていない戦略行動を分析的に明ら
かにしたことが、本論文の第一の理論的貢献であると考えられる。	
	 本論文のもう一つの理論的貢献は、このような多様な戦略行動が生じるメカニズム
について、「資源の再定義」として明らかにしたことである。企業が資源を再定義し
ていった経緯を追うことによって、制度的戦略では、十分に説明されていなかった戦
略行動が差異化していくプロセスを明らかにすることができた。すでに存在し、別の
用途として用いられている資源を自らの論理の中で読み替えることによって、資源に
新たな価値を生み出すことができる。そのため、支配的な戦略の中にあっても、差異
化する動機を見つけ出すことができるのである。	
	 上記の理論的貢献に対し、以下の課題も残されている。第 1 に、本論文のケース分
析は、二次資料を中心に行い、企業関係者へのインタビューなど実際の声を聞くこと
ができなかった。そのため、本論文の分析視角に沿った情報が十分に収集することが
できたとは言い難い面がある。企業関係者への直接のインタビューを通して、さらに、
分析内容を精緻化していく必要がある。第 2 に、差異化していくプロセスを明らかに
することができたが、それをそのまま他の企業が実践したとしても、事業的な成功に
は結びつかないことである。いわゆる成功の法則を求める事業の実践者に対しては、
直接の答えにはなりえない。あくまで、差異化するための示唆にとどまっているので
ある。この点については、さらに多くの企業の事例分析を行っていくことで、本研究
で明らかにした企業行動のパターンをより多様化・精緻化していくことが、成功の法
則を求めるものへの回答になり得ると考える。	
	 企業間競争は、表面的には、特定の企業による一人勝ちのような状態に見えること
があり得る。しかし、実際には、本研究で明らかにしてきたように、各企業はそれぞ
れの論理で戦略行動を実践しており、多面的に競争を繰り広げている。このことは、
結果として残された売上やユーザー数、シェア率などから企業を把握しようとするだ
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けでなく、企業が持つ背景、保有する資源、などを十分に検討しながら理解に努めて
いく必要があることを意味している。特に、顧客の嗜好性が多様化している昨今では、
このような思考がより一層重要になってくるであろう。	
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